様式第３号　その１　保育施設等創設

事前登録チェック表

	法人名
	


	設置予定地
	

	整備方法
	自己所有建物の建設　　・　　賃貸物件の改修


　【チェック項目】

　・法人の応募条件（社会福祉法人及び学校法人の場合はチェック不要です。）

	法人の設立後、事業実績が３年以上ある。
	

	直近の会計年度において、３年以上連続して損失を計上していない。
	

	年間事業費の１２分の１以上に相当する資金を普通預金等により有している。
	

	暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２項に掲げる暴力団及びそれらの利益となる活動を行うものが構成員のなかに存在する団体に該当していない。
	


　・施設基準（下記事項は、認可要件であり満たさない場合は事前登録ができません。）

　　自己所有の土地に施設を建設する場合

	土地に第三者の抵当権や地上権、賃借権といった権利関係の設定がない（施設建設のため、（独）福祉医療機構が抵当権を設定した場合を除く）。
	


　　自己所有以外の物件を活用して施設を開設する場合

	建築確認済証（通知書）かつ検査済証が交付されており、建築基準法に基づく用途変更（用途を保育所へ）が可能な物件であること。
	

	検査済証がないため、特定行政庁への照会により法適合の確認を希望する。
	

	物件が現行法上の耐震基準を満たしていること（昭和５６年５月３１日以前に確認通知書を交付された物件の場合は、耐震性を確認できる診断結果等がある）。
	

	物件の契約期間を開設（認可）後１０年以上とすることが可能である。
	

	物件について、対抗要件を有した地上権又は賃借権の設定が可能である（物件に抵当権の設定がある場合は、必ず賃借権と民法387条第１項の同意の登記が必要）。
	

	賃借料が地域の水準に照らして適正な額以下である。
	

	安定的な賃借料を支払い得る財源として、当面の支払いに充てるための１年間の賃借料相当額と１０００万円（賃借料（年間）が１０００万円を超える場合はその額）の合計額を預金や国債等で保有している。
	


様式第３号　その２　保育施設等増築・分園設置

事前登録チェック表

	法人名
	


	設置予定地
	

	整備方法
	　　　自己所有建物の建設による増築　　・　　賃貸物件の改修


　【チェック項目】

　・施設基準（下記事項は、認可要件であり満たさない場合は事前登録ができません。）

　　自己所有の土地に施設を建設又は増築する場合

	土地に第三者の抵当権や地上権、賃借権といった権利関係の設定がない（施設建設のため、（独）福祉医療機構が抵当権を設定した場合を除く）。
	


　　自己所有以外の物件を活用して施設を開設又は増築する場合

	建築確認済証（通知書）かつ検査済証が交付されており、建築基準法に基づく用途変更（用途を保育所へ）が可能な物件であること。
	

	検査済証がないため、特定行政庁への照会により法適合の確認を希望する。
	

	物件が現行法上の耐震基準を満たしていること（昭和５６年５月３１日以前に確認通知書を交付された物件の場合は、耐震性を確認できる診断結果等がある）。
	

	物件の契約期間を開設（認可）後１０年以上とすることが可能である。
	

	物件について、対抗要件を有した地上権又は賃借権の設定が可能である（物件に抵当権の設定がある場合は、必ず賃借権と民法387条第１項の同意の登記が必要）。
	

	賃借料が地域の水準に照らして適正な額以下である。
	

	安定的な賃借料を支払い得る財源として、当面の支払いに充てるための１年間の賃借料相当額と１０００万円（賃借料（年間）が１０００万円を超える場合はその額）の合計額を預金や国債等で保有している。
	


様式第３号　その３　地域型保育事業所創設

事前登録チェック表

	氏名（名称）
	


	設置予定地
	

	整備方法
	賃貸物件の改修　　・　　所有物件の改修又は建設


　【チェック項目】

　・事業者の応募条件

	年間事業費の１２分の２以上に相当する資金を普通預金等により有している。
	

	実施主体全体の財務内容について、３年以上連続して損失を計上していない。
	

	児童福祉法第３４条の１５第３項第４号に掲げられた基準に該当していない。

　※詳細については、次頁に記載。
	

	暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２項に掲げる暴力団及びそれらの利益となる活動を行うものが構成員のなかに存在する団体に該当していない。
	


　・施設基準

	保育室は1階にある。2階以上の場合は設置基準を満たしている。
	

	建築基準法で定める保育の用途に変更が可能である。また、建築確認申請（用途変更）が必要性及びその対応について確認を行うとともに、物件所有者に建築確認申請を行う同意を得ている。
	

	新耐震基準を満たしている物件である。（昭和56年5月31日以前に確認通知書の交付を受けている建物で、耐震調査を実施済であり問題がない。又は耐震補強済の建物である）
	

	賃貸借物件の場合、物件所有者に地域型保育事業所で使用する旨の承諾を得ている。又は承諾を得る予定である。
	


※物件ごとに添付すること。

様式第３号　参考

児童福祉法第３４条の１５第３項第４号

　次のいずれにも該当しないこと。
イ　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
ロ　申請者が、この法律その他国民の福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
ハ　申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
ニ　申請者が、第５８条第２項の規定により認可を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者（当該認可を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知があつた日前６０日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。ホにおいて同じ。）又はその事業を管理する者その他の政令で定める使用人であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含み、当該認可を取り消された者が法人でない場合においては、当該通知があつた日前６０日以内に当該事業を行う者の管理者であつた者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該認可の取消しが、家庭的保育事業等の認可の取消しのうち当該認可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該家庭的保育事業等を行う者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該家庭的保育事業等を行う者が有していた責任の程度を考慮して、ニ本文に規定する認可の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。
ホ　申請者と密接な関係を有する者（申請者（法人に限る。以下ホにおいて同じ。）の役員に占めるその役員の割合が２分の１を超え、若しくは当該申請者の株式の所有その他の事由を通じて当該申請者の事業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定めるもの（以下ホにおいて「申請者の親会社等」という。）、申請者の親会社等の役員と同一の者がその役員に占める割合が２分の１を超え、若しくは申請者の親会社等が株式の所有その他の事由を通じてその事業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定めるもの又は当該申請者の役員と同一の者がその役員に占める割合が２分の１を超え、若しくは当該申請者が株式の所有その他の事由を通じてその事業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定めるもののうち、当該申請者と厚生労働省令で定める密接な関係を有する法人をいう。）が、第５８条第２項の規定により認可を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過していないとき。ただし、当該認可の取消しが、家庭的保育事業等の認可の取消しのうち当該認可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該家庭的保育事業等を行う者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該家庭的保育事業等を行う者が有していた責任の程度を考慮して、ホ本文に規定する認可の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。
ヘ　申請者が、第５８条第２項の規定による認可の取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第７項の規定による事業の廃止をした者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該事業の廃止の承認の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
ト　申請者が、第３４条の１７第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第５８条第２項の規定による認可の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検査が行われた日から１０日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第７項の規定による事業の廃止をした者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該事業の廃止の承認の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
チ　ヘに規定する期間内に第七項の規定による事業の廃止の承認の申請があつた場合において、申請者が、ヘの通知の日前６０日以内に当該申請に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等又は当該申請に係る法人でない事業を行う者（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該事業の廃止の承認の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
リ　申請者が、認可の申請前５年以内に保育に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。
ヌ　申請者が、法人で、その役員等のうちにイからニまで又はヘからリまでのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

ル　申請者が、法人でない者で、その管理者がイからニまで又はヘからリまでのいずれかに該当する者であるとき。
